
ＩＣＴの現状ＩＣＴの現状
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情報通信産業の市場規模（８０兆円超で推移）

（兆円）

90.0 

100.0 

85.486.3
81 6

20.9 20.6

21.4 21.4
20.5 19.9 20.2 20.4 20.2

0.9 1.1

1.4
1.6

1.3 1.0 1.0 1.0 0.9

70.0 

80.0 
80.8 80.3 80.581.8

85.481.680.8 81.5

6 4

20.8
19.4

20.0 17.5 14.9 15.1 15.0 14.2 14.3
50.0 

60.0 

3 3 3 3 3 4

11.6
12.6

14.1 15.8 16.5 16.9 17.0 17.1 17.8

7.2
7.4

7.2
7.0 6.7 6.4 6.4 6.3 6.2

30.0 

40.0 

16.4 17.5 18.9 18.9 18.7 18.7 17.7 17.8 17.7

3.0 3.0
3.3 3.3 3.4 3.4 3.5 3.5 3.5

0 0

10.0 

20.0 

0.0 

平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

通信業 放送業 情報サービス業 映像・音声・文字情報制作業

情報通信関連製造業 情報通信関連サービス業 情報通信関連建設業

出典：平成２０年情報通信白書より作成

注：情報通信産業の市場規模は、平成２０年情報通信白書に示された日本の情報通信産業の部門別名目国内生産額から「研究」を除いて算出した。 29



【インターネット利用者数及び人口普及率の推移】

普及・発展する情報通信①（インターネット利用①）

5,593

6,942

7,730 7,948
8,529 8,754 8,811

60 6 62 3
66.8 68.5 69.0 60

70

80

6 000

7,000

8,000

9,000
％万人

利用者数 人口普及率

1 694

2,706

4,708

5,593

37.1 
44.0 

54.5 
60.6 62.3 

20

30

40

50

3,000

4,000

5,000

6,000

1,155
1,694

9.2
13.4

21.4

0

10

20

0

1,000

2,000

平成9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19(年末)

（出典）平成２０年度情報通信白書

【インターネット利用端末の種類】
パソコンからのみ

１，４６９万人【１６．７％】 パソコンからの利用者
７，８１３万人【８８．７％】

（出典）平成２０年度情報通信白書

パソコン、携帯電話・ＰＨＳ
及び携帯情報端末併用
５，９９３万人【６８．０％】

携帯電話・ＰＨＳ及び携帯情
報端末からの利用者 ５５万人

７，２８７万人【８２．７％】

ゲーム機・ＴＶ等
からの利用者

３５８万人【４．１％】

２９６万人
【３．４％】

【０．６％】

携帯電話・ＰＨＳ及び
携帯情報端末からのみ
９９２万人【１１．３％】

ゲーム機・ＴＶ等
からのみ

０万人【０．０％】
６万人

【０．１％】

（出典）平成２０年情報通信白書 30



【世代別インターネット利用状況】

普及・発展する情報通信②（インターネット利用②）

90.7 92.3 90.5
94.7 94.8 94.7

91.7
100

(%)

69.4

84.8

74.4

68 7

81.2
80

90

62.8
65.8

49.0

68.7

63.0

50

60

70

27.3

36.9

28.8
30

40

50

15.4

6.9

15.4

10

20

30

0

6歳以上全体 6～12歳 13～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70～79歳 80歳以上

平成16年末 平成19年末
（出典）平成２０年情報通信白書
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光ファイバー回線の契約数がＤＳＬの契約数を抜き、更に増加中

普及・発展する情報通信③（ブロードバンド利用）

1 600
FTTH

13 082 69916 000 000

光ファイバ 回線の契約数がＤＳＬの契約数を抜き、更に増加中

【ブロードバンドサービス利用者数の推移】

1,400

1,600 13,082,69916,000,000

14,000,000

1,000

1,200
ＤＳＬ

12,289,97212,000,000

10,000,000

800

,
ＣＡＴＶ
3,956,096

, ,

8,000,000

400

600
ＦＷＡ
13,1426,000,000

4,000,000

2002,000,000

00
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普及・発展する情報通信④（携帯電話の加入数）

（万加入）

9,672万

10,272万

7,566万

8,152万

8,700万
9,179万

9,6 万

8,869万
(86 3%)

6,910万

7,566万

6,090万

(86.3%)8,810万
(85.8%)

イ
ン
タ

5,110万

4,150万

3 150万 ー
ネ
ッ
ト
接
続

3,150万

M
T
-
2
0
0
0

2001年
IMT-2000 サービス開始

続I
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登録事業者登録事業者 324324社社

【参考①】電気通信事業者の推移

16,000

事業者数

登録事業者登録事業者 社社

届出事業者届出事業者 14,17114,171社社

合計合計 14,49514,495社社

12,000

14,000

１種事業者１種事業者 249249社社

２種事業者２種事業者 7,6517,651社社

合計合計 7 9007 900社社

8,000

10,000

１種事業者１種事業者 77社社

２種事業者２種事業者 209209社社

合計合計 7,9007,900社社

4,000

6,000
合計合計 216216社社

0

2,000

各年度末各年度末

0

届出事業者 登録事業者 第二種電気通信事業者 第一種電気通信事業者（一種）届出事業者 登録事業者 第 種電気通信事業者 第 種電気通信事業者（ 種）
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４兆１ ０３１億円（平成19年度末）
① 放送ﾒﾃﾞｨｱ全体の収入 ② 地上民放ﾃﾚﾋﾞﾁｬﾝﾈﾙ数

【参考②】放送事業者の推移等

４兆１,０３１億円（平成19年度末）

６チャンネル 都県

５チャンネル 道府県

４チャンネル １３ 県

３チャンネル ９ 県

６

１４衛星系民間放送事業者(122社)
3,737億円(9.1%)

チャンネル 県

１チャンネル ２ 県

２チャンネル ３ 県ケーブルテレビ事業者
(310社)
4,746億円(11.6%)

ＮＨＫ

③ 放送事業者数の推移

〔社数〕

ＮＨＫ
6,848億円(16.7%)

1041 1054 1051
1200

合 計〔社数〕
地上系民間放送事業者(196社)
2兆5,700億円(62.6%)

568

985 995 1,024
1,065 1,054

1041 1054 1051

800

1000

ケーブルテレビ事業者

地上系民間放送事業者

(注1) （ ）内の％は、放送メディア全体に占める各媒体のシェア。
小数点第2位を四捨五入しているため合計が一致しない箇所がある。

（注2）「地上系民間放送事業者」には、(財)道路交通情報通信システムセンター及びコミュ
ニティ放送事業者(213社)を含めていない。

（注3）「ＮＨＫ」については、経常事業収支を基に算出している。
（注4）放送大学学園を除く。

335 345
355 356 369 376 397 409

138 142 141 141 135 129 124

512 516
527

568
544 530 528 518

200

400

600

衛星系民間放送事業者

〔年度〕
※出典：総務省作成資料

（注5）「ケーブルテレビ事業者」は、自主放送を行う許可施設・営利法人のうち、ケーブル
テレビ事業を主たる事業とする310社（許可施設には、電気通信役務利用放送法の登録
を受けた設備で有線テレビジョン放送法の許可施設と同等の放送方式のものを含む。）
。

(注6）「衛星系民間放送事業者」の内訳には、ＢＳ放送とＣＳ放送の兼営社が２社含まれる
ため、総数（122社）とは一致しない。

138 134
142 141 141 135 129 124

0

200

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19
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水平的な市場統合の進展 垂直的な市場統合の進展

通信市場の統合化の進展

水平的な市場統合の進展 垂直的な市場統合の進展
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通信 放送

通信・放送の融合・連携（ネットワークの変化イメージ）

従来の通信・放送産業の構造従来の通信・放送産業の構造

＝サービスとネットワークが一対一で対応す＝サービスとネットワークが一対一で対応す
る「縦割り型」のネットワークる「縦割り型」のネットワーク

ケ
ー
ブ
ル

テ
レ
ビ

衛
星
放
送

固
定
通
信

移
動
通
信

地
上
放
送

衛
星
通
信

＜「融合」現象＞

ＩＣＴネットワーク

＜「融合」現象＞

■
従 コンテンツ

放送のデジタル化、ブロードバンド化、放送のデジタル化、ブロードバンド化、
モバイル化、モバイル化、IPIP化の進展が、化の進展が、
情報通信 「横割 を促進情報通信 「横割 を促進

従
来
の
業
種
を

・・・・
情報通信の「横割り」化を促進情報通信の「横割り」化を促進

ＴＶ／映像 音楽ラジオ音声通
話

Web情報

●ブロードバンド／モバイルネットワークを
超
え
た
統
合

伝送インフラ

による映像、音楽配信
●放送ネットワークによるウェブ情報配

信、音声通話

有線通信 無線通信 ・・・

合
・連
携

地上
放送

移動
通信

固定
電話

有線
テレビインターネット インターネット
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